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質問 

マンション管理業者である当社が、個人情報データを紛失したり、漏えいした場合には、

どのように対応したら良いか。 

 

  回答 

 

令和４年４月１日、改正個人情報保護法が施行され、次のような個人情報等漏えい 

事案が発生した場合、個人情報保護委員会及び本人への通知が義務化（改正後の法第 

26条第１項）された。 

国土交通大臣登録事業者であるマンション管理業者においては、漏えい等事案が生じ 

た場合は、地方整備局長又は北海道開発局長並びに沖縄総合事務局に報告することに 

なっている。 

 

≪報告の対象となる漏えい事案が発生した場合とは≫ 

１．要配慮個人情報の漏えい等が発生し又は発生したおそれがある場合 

２．個人データの漏えい等により財産的被害が発生し又は発生したおそれがある場合 

３．不正のアクセス等故意により個人データの漏えい等が発生し又は発生したおそれがある 

場合 

４．個人データに係る本人の数が１，０００人を超える漏えい等が発生し又は発生したお 

それがある場合 

※１から３は、件数に関わりなく、対象である。 

なお、「要配慮個人情報」とは、個人情報のうち、人種・信条・社会的身分・病歴・犯罪 

の経歴・犯罪により害を被った事実等が含まれるものを指す。 

 

 

 

 

 

＜ご利用上の注意＞ 

○本相談事例は、会員が予め同意したｼｽﾃﾑ利用規約に基づき、会員専用ｺﾝﾃﾝﾂとして提供するものです。 

○本相談事例は、会員の業務の参考に資するため、一般的事例に対する一定の見解を述べたもので、個別事例

に直接対応するものではありません。 

個別事例に対処する場合は、別途、弁護士等専門家の見解を得ることを推奨します。 

○本相談事例は会員の内部使用に供するものであり、内容の改ざん、第三者への提供を目的とした無断複製、

無断転載、または出版、頒布等、内部使用目的の範囲を越えた利用を禁じます。 
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